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はじめに本稿の目的

　筆者は，1992年度文部省在外研究員となり，1992年8月下旬から93年3月下

旬までニューヨーク市に滞在した。そしてニューヨーク市とその周辺の特殊教

育事情を視察するとともに，現場教職員，大学・研究機関の研究者と交流・討

議し，一定の文献収集も行った。

　本稿は，在外研究をとおして知り得たことの中から，アメリカにおける軽度

障害児の教育に関する部分を重点的に取り上げ，その制度・実態とそれをめぐ

る議論について，とりあえずのまとめを行おうとするものである（1）。

　第1節では，つづく2つの節で扱う問題にかかわって必要な限りで，アメリ

カの特殊教育の法とシステムおよびその実施状況の一端について整理する。

　第2節では，アメリカの特殊教育の対象児，とくに軽度障害児等の実態と特

徴，またこの問題に関連する議論についてまとめる。

　第3節では，メイン・ストリーミングに関連する「通常学級主導主義（Regu－

lar　Education　Initiative，　REI）」をめぐる論争について扱う。

　わが国の障害児教育は，乳幼児期および後期中等教育段階の障害をもつ子ど

もたちに対応する，権利性を明確にした教育制度を整備することはもとより，

義務教育についてさえ多面的な課題を残している。障害が相対的に軽度な子ど

もの教育の問題はその1つである。戦後日本の障害児教育はアメリカの影響を

強く受けて発展してきた経過がある。それゆえアメリカにおける軽度障害児教

育に関する考察は，それが適切になされるならば，わが国における問題の解決

に相当な示唆を与えるにちがいない。だが本稿はまだ，両国の問題の比較にま
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では手が及ばない。

1　アメリカの特殊教育の法とシステム，その実施状況

　本節では，アメリカの特殊教育（Special　Education）に関する法とシステム

について概観し，各種プログラムに参加している子どもの実態についての統計

を見ておくことにする。

　なお，同国の障害児に関連する教育について，本稿ではSpecial　Education

の訳語として「障害児教育」を用いず，「特殊教育」という語をあてる。それ

は・アメリカのSpecial　Educationが，もともと優秀児，英才児をも対象と

しているからというだけでなく，わが国で一般に用いる障害児というカテゴリ

ではカバーしきれない，広範な子どもたちを対象として実施されている事実が

あるためである。

　（1）全障害児教育法とその後の法改正

　1975年のアメリカ連邦議会は「全障害児教育法（P．L．94－142，　Education　for

All　Handicapped　Children　Act）」を採択した。よく知られているように，その

背景には，黒人差別撤廃を求める公民権運動，裁判闘争を含む障害者の教育権

保障運動，ノーマライゼーション，インテグレーションに向かう世界の障害者

運動の高まりがあった。全障害児教育法はアメリカの特殊教育の歴史を転換さ

せる重要な法律であった。この法律の主要な原則は，次の5点にまとめること

ができる。

　①　障害の程度のいかんにかかわらず，すべての障害をもつ子どもに公教育

　　　への権利を保障する。

　②　特殊教育を受けるための資格認定および教育措置にあたっては，専門家

　　　のチームによる判定と評価をへる必要がある。また実施されるテストは

　　　非差別的なもの（テストは複数実施，またマイノリティ問題にかかわっ

　　　て子どもの用いている言語によるか通訳つきでテストするなど）でなけ

　　　ればならない。



アメリカにおける軽度障害児教育　7

　③　学校は障害をもつ子ども1人ひとりにそくして，個別教育計画（lndi－

　　　vidualized　Education　Program，　IEP．以下の論述では，　IEPとすることがあ

　　　る）を立て，各人にとって「適切な教育（Appropriate　Education）」を

　　　無償で提供しなければならない。

　④　障害をもつ子どもは可能な限り「もっとも制約の小さい環境」（the

　　　Least　Restrictive　Environment，　LRE）で教育サービスを受ける。

　⑤　保護者は子どもの教育措置その他の決定過程に参加する権利を有する。

　全障害児教育法は，その後いくどか改正された。とくに重要な改正が行われ

たのは，1986年と1990年である。

　1986年の改正は，誕生から2歳までの，発達に遅れがあるなどの問題をかか

える乳幼児（infants　and　toddlers）1こたいする，総合的で専門を超えた諸サー

ビス（Interdisciplinary　Services）の提供を奨励し，同時に3歳から5歳の就

学前児にたいする特殊教育についても規定したものである（P．L．99－457）。い

ずれも1990～91年度までにこのサービスを整備した州にのみ連邦政府の財政補

助がなされることになった。誕生から2歳までを対象とするサービスプログラ

ムは，発達の遅れ（developmental　delay）カ∫あるか，その可能性のある子ども

（at　risk）とその家族にたいする早期介入を主眼とするものである。専門を超

えた共同によって子どもの両親をも対象に含んだ「個別家族サービス計画」

（lndividualized　Family　Services　Plan，　IFSP）を立てなければならないとされ

ている。就学前児の教育サービスについては学校教育レベルのそれと同様のサ

ービスが提供されるべきだとされた。これによってアメリカでは0歳を下限と

し21歳を上限とする権利としての特殊教育が，かなり十分な法的根拠をもって

成立することになった。

　この法改正に関連して指摘しておけば，アメリカで最初の障害をもつ就学前

児対象の法は，1968年の障害幼児援助法（Handicapped　Children’s　Early　Child－

hood　Assistance　Act，　P．L．90－538）である。また1965年から貧困家庭の就学

前児を対象に始められていたヘッド・スタート計画（Head　Start　Programs）

は，1972年からはプログラム実施にあたってその対象児の少なくとも10％は障

害児でなければならないこととなった（初等・中等教育法第1章にもとつくも
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ので，これによって教育を受けている0歳から21歳までの子どものグループに

ついて，アメリカの特殊教育統計その他では，しばしば“Chapter　1”と表記

される）。全障害児教育法も，当初から3～5歳児にたいする教育の条項を含

んでいたが，各州におけるその後の実施状況は必ずしも満足のいくものではな

かった。この1986年改正は，こうした状況を打開することをねらったものと思

われる。

　1990年の改正は，同年に成立して世界の注目を浴びた「障害をもつアメリカ

人法（Americans　with　Disabilities　Act，　ADA）」との整合性を保つ必要もあっ

て，中等教育以後の教育，就労，自立生活などへの移行サービス（Transition

Services）にかかわる条項を強化ないし附加したものである。また自閉症児お

よび外傷性脳障害児の2つが，法の対象とする障害児の定義に組み入れられ

た。このとき法の名称も「障害者教育法（Individuals　with　Disabilities　Edu－

cation　Act）」と変更された（P．　L．101－476）。

　教育に限らず，アメリカの法や制度は各州・市によって相当の違いがあると

される。しかし，全障害児教育法成立以後の特殊教育の各州・市の法制度は，

連邦政府から各州・市への財政支出がこの法律に沿って行われる仕組みになっ

ていることもあって，違いはあまり大きくはないと考えてよいだろう。

　（2）特殊教育システムの特徴

　1）もっとも制約の小さい環境　　アメリカの特殊教育は，全障害児教育法に

示された諸原則にそって，多様なサービスプログラムを用意するという考え方

で整備されている。まとめて言えば，障害児を中心とするすべての特別な教育

的ニーズをもつ子どもに，無償で適切な特殊教育サービスを，可能な限りもっ

とも制約の小さい環境のもとで提供するシステムをつくるという考え方にもと

ついている。具体的には，用意されている特殊教育プログラムのそれぞれは，

連続体をなす教育サービス（Continuum　of　Educational　Services）の一部をな

すものとして位置づけられている。また子どもが個々にもつ特別なニーズは多

様であると同時に，それらは固定的ではなく，ニーズの一部が充足されて対応

の必要がなくなったり，あらたなニーズが生まれたりというように，変化する
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図1　6つの特殊教育プログラム　　という認識に立ち，子どもはあるプログラ

　　　（教育の場）
　　　　　　　　　　　　　　　　ムから別のプログラムに移動することがあ

　　　　　　　　　　　　　　　　るということが強く意識されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　図1は，本節の（3）で扱うi数値との対応が

　　　　　　　　　　　　　　　つきやすいようにすることも考慮して，筆

　　　　　　　　　　　　　　　者が作成してみた特殊教育サービスの一般

　　　　　　　　　　　　　　　的体系図である（特殊教育の教科書やガイ

　　　　　　　　　　　　　　　　ドブック，研究書などにはもう少し細かく

　　　　　　　　　　　　　　　区分した図が載っていることが多い）。図

　　　　　　　　　　　　　　　　の最下部は，通常学級で提供されるプログ

ラムで，特殊教育プログラムのなかでもっとも制約の小さいものである。この

レベルでは，子どもは全日を通常学級ですごし，その学級内で関連サービス

（Related　Services）を受けるのを基本とする。連続体を上昇するにしたがって，

障害児が健常児と接する機会と時間は減少する。図の最上部はもっとも制約の

大きいサービスプログラムである。図がピラミッド型となっているのは，プロ

グラムを利用する子どもの人数に関連しており，最下部がもっとも多く，最上

部がもっとも少なくなるように期待されていることを示している（後述する

が，実際には通常学級のプログラムよりリソース・ルームのプログラムのほう

が利用者が多い）。また通常学級，特殊学級，リソース・ルームのプログラム

は，通常学校において提供されるものであり，これらをアメリカではメイン・

ストリームされたプログラムとしている。

　2）関連サービス　　全障害児教育法では，障害児が特殊教育から利益を得や

すくするために，支持的サービスとして各種の関連サービスを提供する必要が

あるとされている。法の定義に含まれる関連サービスの中には，聴覚・言語病

理，心理学的サービス，医療サービス（診断と評価を目的とするもののみ），

理学療法および作業療法，レクリエーション，カウセリング，交通（移動）サ

ービス，移行（transition）サービスなどがある。最後にあげた移行サービスは，

先に述べた1990年の法改正のさいに導入されたもので，学校から学校卒業後

（たとえば中等教育以後の教育，職業訓練，一般就労および支持的就労，成人



教育，自立生活，コミュニティ参加など）への橋渡しのサービスである。

　注目すべきなのは，わが国の学校では提供されていないサービスが多く含ま

れており，またこれを実行する専門職を必要に応じて学校に配置することがめ

ぎされていることである（大学・大学院におけるこれら専門職の養成も積極的

になされている）。またこれらの専門職は，次に述べる個別教育計画の立案・

実施や日常の教育活動において，教師とともに専門をこえた協力・共同をする

べきことが指示されていることである。

　付記しておけば，しかし，法に「その他の支持的サービスも……必要とされ

れるであろう」とされており，「その他」に何が含まれるかは論争的問題とな

っている。また関連サービスの実施には膨大な財源を要するという問題もあ

り，連邦教育省も，地方教育当局間で共同して人的資源をプールしておいて対

応する方式，第3セクター方式，教育と対人サービス諸機関の共同フ゜ログラム

方式など，少ない財源でこれを実施する方向も示唆しているという②。

　3）「適切な教育」の提供　　アメリカではメイン・ストリーミングが追求され

ているので，教育措置にあたっては，可能な限り図1の下層のレベルでサービ

スが受けられるようにすることを旨としている。しかし，教育措置は子どもの

状態を無視してなされることはない。子どもが特殊教育を受ける資格があるか

どうかの認定作業を厳密に行うことが期待され，また選択されるプログラム

が，各人にとって「適切な教育（ApPropriate　Education）」を提供するもので

あるかどうかも同時に考慮される（個別教育計画の立案等）。

　まず資格認定について。P．L．94－142は，たとえば子どもの障害の認定に用

いるテストその他の評価法およびその実施手続きについて，とくに民族・文化

・言語の違いに起因する誤った判断がなされないように留意して，各州・地方

教育当局が次のことを遵守しなければならないことを明記している。

　①　テストその他の評価法の実施にあたっては，訓練された専門家がこれを

　　　行い，また用いる用具や実施法は母国語によるか，それを配慮して行う。

　②　テストその他の評価法は，各種の特定分野の教育的ニーズを査定できる

　　　ものを含めなければならず，単なる一般知能指数をみるだけのものであ

　　　ってはならない。
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③　訓練された専門家が，テストを選んだり実施したりするにあたっては，

　　子どもの適性や到達水準を的確に反映させるようにし，障害によって差

　　別が生じるようであってはならない。

④訓練された専門家は，子どもの適切な教育プログラムの立案にあたっ

　　て，唯一の方法で唯一の基準だけを用いるようであってはならない。

⑤　子どもがもっていると予想される障害にかかわるすべての領域で，各種

　　専門家のチームによる査定が行われるべきである。

また個別教育計画について見てみると，その形式は州・地方教育当局によっ

表1　個別教育プログラム（IEP）の内容

内 容 説 明
1 例 示

現在の能力水準

年間又は長期目標

短期の指導目標

開始日と終了日

短期目標の評価方法

特殊教育のサービス

その他のサービス

普通学級での指導

評価の目程

委員会のメンバーに

ついて

親の署名

用いたテストの基準に照らして表す。

子どもの実際の能力水準を示す。

この1年間にどのくらい進歩すると考

えるか，教師が予想して立てる。現在

の水準をもとに年問目標をみる。

現在の水準と年問目標との間にいくつ

かの中問目標をたてる。

指導開始の目と終了予想目について記

す。

短期目標の終りにどういう評価をする

か記す。

どんな特別な教育的サービスを行う

か。

適切な教育を実施するための，その他

の特殊教育のサービス。

障害児が普通学級で毎日受けるカリキ

ュラムの領域とその時間。

短期目標が達成されてきたかどうか，

少なくとも1年1回IEP委員会がI
EPを再検討しなければならない。

すべてのIEP委員の署名が必要であ
る。

親はIEP委員会に出席し，　IEPに
署名を求められる。

1から20までの実数は100％正確に

加算できる。

繰り上りのない2ケタの加算は95％

正確に出来るようになる。

・加数に0が95％入る加算が正確に

　できるようになる。

・一福ｪ3ケタまたはそれ以上のケ

　タの加算が95％正確にできるよう

　になる。

1984年9月から1985年5月の間。

6週ごとに評価する。

チェックリストの基準表，教師作成

テスト，その他の成績でみる。

教育可能精神遅滞児のための通級学

級教育。

言葉の治療教育。

・図工一週2回30分ずつ

・体育一毎日30分

・音楽一1週1回30分

1985年5月。

出典）ジュディ・W・ウッド『メインストリーミング』学苑社



て異なるが，基本的な内容はどこのものも共通である。表1は，ジュディ・ウ

ッド（Judy　W．　Wood，1987）〔3｝がその著書において例示したものである。

　なお個別教育計画の実際は詳細をきわめる。これの立案のために収集すべき

基礎資料は膨大なものになるし，動員される専門スタッフの人数も多い。その

点では，Gallagher（4）のように，　P．　L．94－142のすべての規定のなかで，　I　E　P

は「たいへんな労力を必要とするからというだけでなく，計画それ自体のエッ

センスが，ペーパーワークの山のなかで見失われてしまいかねないという理由

で，おそらく法の唯一の，非常に評判の悪い側面だ」と強く批判している特殊

教育関係者もいる。筆者がニューヨークの公立学校の特殊教育関係者にインタ

ビューした結果でも，多くの人がrIEPのためのペーパーワークとミーティ

ングが多過ぎてたいへんだ」と訴えていた。それゆえ，IEPが今後もこのま

まの形で存続するかどうか，あるいは存続させるのが適当かどうか，疑問もな

いわけではない。

（3）特殊教育人ロとその比率

図2　特殊教育対象児および全児童・生徒に占める

　　　比率（3～21歳）
（干人）
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　アメリカでは，全障害児

教育法（その後の改正も含

む）の実施状況に関して，

毎年度，各州・地方教育当

局からあげられたデータを

集約したものが「連邦議会

への報告書」としてまとめ

られている。以下，筆者の

手元にある第12回年次報告

（1990年版・1988－89年度の統

計，以下「第12回年次報告」

とする）（5）を用いながら，い

くつかの統計数値を見てお

くことにしたい。
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　1988－89年度中の0歳から21歳までの特殊教育人口は，全米で4，587，370人で

ある。これは同年齢の総人口の6．7％にあたる。総数も比率も76－77年度以降年

年増大しており（図2），比率で見ると23．7％増となっている。また特殊教育

人口の内部で見ると，6歳から17歳の間の者が多数（87％）を占めており，こ

れを同年齢の総人口との比に直すと9．4％となる。

　さらに0歳から21歳の特殊教育人口を州別で見ると，その比率には最小のハ

ワイ州4．O％から最大のマサチューセッツ州10．3％まで大きな開きがある。6

歳から17歳についても，最小のハワイ州6．2％から最大のマサチューセッッ州

14．8％までと，差が大きい。第12回年次報告によれば，このように州間の差異

が大きい原因の1つは，特殊教育を必要とする子どもの認定手続きが州によっ

て違うことによるのだろう，ということである。

　特殊教育人口の障害別比率についても見ておこう。

　第12回年次報告によると，4つの障害が大多数（94％）を占めている。学習

障害（learning　disabled）が最大で48％，続いて言語障害（speech　impaired）

23％，精神遅滞（mentally　retarded）14％，そして情緒障害（emotionally

disturbed）9％である。この数値は過去10年間に大きく変化したもので，学習

障害の増大と言語障害，精神遅滞の減少が注目すべき特徴である。この傾向に

っいての評価は，次節で少し立ち入って考察するが，軽度障害児の教育をめぐ

る論争において重要な意味をもっている。

　それでは各種の特殊教育プログラム（教育の場）を利用する子どもの統計数

値はどうなっているのだろうか。ここで「利用者」という言葉を用いるのは，

アメリカで各種統計をとる場合は，どのプログラムをどのくらいの時間利用す

るかという基準を採用しているからである。具体的には，6つのプログラムの

利用者は次のような基準で算定される。

　①　通常学級（Regular　class）：通常学級で教育の大部分を受け，授業日の

　　　21％未満の時間，特殊教育と関連サービスを受ける子ども。同じ割合の

　　　時間，通常学級の外で特殊教育と関連サービスを受ける子どもも含む。

　②　リソース・ルーム（Resource　room）：リソース・ルームで授業日のすく

　　　なくとも21％以上60％以下の時間，特殊教育と関連サービスを受ける子
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　　ども。これには部分的に通常学級で授業を受けている場合も含む。

③　特殊学級（Separate　class）：授業日の60％以上の時間，特殊教育と関連

　　サービスを受けており，特殊学級に措置され，部分的に通常学級で授業

　　を受けている子ども，および全日にわたって特殊学級で授業を受けてい

　　る子ども。

④　特殊学校（Separate　school　facility）：授業日の50％以上の時間，障害

　　児のための通学制学校で特殊教育と関連サービスを受けている子ども。

⑤　寄宿制学校（Residential　facility）：授業日の50％以上の時間，公費支出

　　の公立または私立の寄宿制学校で特殊教育と関連サービスを受けている

　　子ども。

　表26つの特殊教育プログラムと年齢群別利用率：　　　⑥家庭／病院
　　　1987－88年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Homebound

3r》5　　 6～11　　12～17　　18～21（歳）

級ム級校校院㌃学学学病

常ぎ殊？　ソ通リ特特寄家

40．1°／。

14．1

28．5

14．8

0．5

2．0

表3

出典）連邦議会への第12回年次報告（1990）

6つの特殊教育プログラムと障害別利用率

（6～21歳）：1987－88年度

群学級ぞ影訟

　　　　　　　　　　　　　　　　／Hospital　en－
39．7％　　　 18．0％　　　 12．9％

35．7　45．8　35．2　　　vir・nment）：

20・6　　28・6　　32・7　　　　　病院内または
3．4　　　　5．5　　　 14．7

0．4　　1．1　　2．9　　　　　　家庭で教育を

0°3 @　1’1　　1’6　　　　　受けている子

　　　　　　　　　　　　　　　　ども。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　さしあた

　　　　　　　　　　　　　　　　　り2つのデ

特殊学級特殊学校寄宿制学校家庭／病院　　一タだけを

学習障害
言語障害
精神遅滞
情緒障害
難聴・聾
重複障害
肢体不自由

病　　　弱

視覚障害
盲聾重複

全障害

17．6％

74．8

5，7

12．　6

24．4

6．4

27．8

30．6

37．7

8．9

28．9

59．2％

19．7

24．0

32．9

20．9

13．3

18．0

20．8

25．6

7．2

40．0

21．7％

3．8

57．6

34．6

35．2

45．9

31．8

18．7

20．8

35．1

24．7

1．4％

1．5

11．4

14．3

10．8

27．2

13．2

9．5

5．4

21．0

4．9

0．1％

0．1

1．0

3．5

8．6

4．0

1．0

0．8

10．0

24．2

0．8

0．1％

0．1

0．3

2．2

0．2

3．1

8．3

19．6

0．6

3．7

0．7

出典）連邦議会への第12回年次報告（1990）
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合である。1987－88年度の3歳から21歳に関する統計では，常通学級が79．7％，

リソース・ルームが38．2％，特殊学級が25．O％となっている。これらを合計す

れば通常学校内で，すなわちメイン・ストリームされた場で，特殊教育を受け

ている子どもの割合となる。それは921　9％である。

　またこれを4つの年齢群に分けて示したのが表2である。これを見ると，通

常学級は年齢が高くなるにしたがって減少し，その他は全般に増大する傾向に

あることが分かるであろう。

　もう1つは，同じく6つのプログラムとの関連で，6歳から21歳について障

害の種別に利用率を表したi数値である（表3）。どのプログラムをもっとも多

く利用するかが，障害の種類によって異なることが分かる。たとえば学習障害

はリソース・ルーム（59，2％），言語障害は通常学級（74．8％），精神遅滞は特

殊学級（57．6％）を，もっとも多く利用している。

2　軽度障害児等の実態と議論

　アメリカの特殊教育において対象とされているのは，どのような子どもたち

なのであろうか。前節の冒頭でSpecial　Educationを障害児教育と訳さず，

特殊教育とする理由にふれ，障害児というカテゴリではカバーしきれない広範

な子どもたちが対象とされているということを述べた。

　こうした子どもたちは特殊教育行政上は障害児として処遇されており，障害

の程度による分類で言えば軽度障害児の中に含まれている。本節では，アメリ

カにおける軽度障害児に関する実態と議論について見ておきたい。

　（1）学習障害児の著しい増加とその背景

　軽度障害児の中でもっとも多いのは，前に見たように学習障害児であり，全

特殊教育人口の48％を占めている。人数で言うと約200万人だが，この数字は

全障害児教育法によって学習障害児がはじめて公式に特殊教育の対象とされた

時…点の約78万人と比較すると，じつに250％に達する。なぜこれほど増加した

のであろうか。
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　この問題をめぐっての議論を整理してみると，2つのことをとりだすことが

できる。1つは精神遅滞の認定基準の変化によって，精神遅滞が減少し，その

相当の部分が学習障害と認定されるようになったことである。もう1つは学習

障害の定義と診断にあいまいさないし困難があることである。そしてこの2つ

は密接に関連している。

　D　精神遅滞児の減少と学習障害児の増加　　かつては「教育可能精神遅滞」

（Educable　Mental　Retardation，　EMR）と認定されていた子どもたちが減少

し，それとの対応関係で学習障害と認定される子どもたちが増加してきた。そ

の1つの直接的原因は，精神遅滞の認定基準が変更になったということであ

る。このことは，筆者は未見だが，第9回の全障害児教育法の実施状況に関す

る連邦議会への報告書（1987年）〔6｝でも明らかにされているようである。すなわ

ち大部分の州が精神遅滞の認定基準をIQ77未満から69未満へと引き下げ，さ

らにIQに加えて社会適応能力をも考慮することとした結果，それまで「教育

可能精神遅滞」とされていたマイノリティの子どもが，人i数においても割合に

おいても急激に減少したのである。しかも同報告書は，その相当部分が，今で

は学習障害をもつ子どもだと見なされていると指摘しているのである。

　では，なぜ精神遅滞の認定基準の変更が行われたのであろうか。それを明ら

かにするには，たとえばアメリカ精神遅滞協会（American　Association　on

Mental　Retardation）の精神遅滞の定義の歴史的変遷などを追ってみる必要が

あるが，それについては他日を期さなければならない。ここでは後の記述との

関連で，マイノリティにかかわる問題だけ取り上げておきたい。

　Sigmon（1990）｛7）が編集した論文集『特殊教育批判一一一aS度障害児にかかわ

る問題と進歩』の第1章には，彼自身の論文「社会的不平等と学校における測

定された認知能力について」が収録されている。この論文でSigmonは，多数

の州で，公立学校の軽度児あるいは「教育可能精神遅滞児」のための学級に，黒

人およびヒスパニックの子どもたちが過剰認定によって入級しているという争

う余地のない証拠が集められていると指摘している。そしてこの過剰認定をめ

ぐる1979年のカリフォルニァ（Larry　P．対Wilson　Riles）およびミシシッピー

（Mattie　T・ほか対Charles　E．　Hollidayほか）の判例を紹介し，ニュージャージ
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一州当局の調査委員会の活動を高く評価している。彼はこの委員会の活動ぶり

を伝えた報道の1例として，ニュージャージー州で発行されている大衆紙The

Recordの1981年2月22日付の記事を紹介している。その一部を引用しておこ

う。

　　「ニュージャージーの学校には白人の子どもが黒人の子どもの4倍いるに

　もかかわらず，軽度精神遅滞児学級には黒人の子どもが白人の子どもの4倍

　以上措置されている。……中略……，またニュージャージー州当局は・ヒス

　パニックの子どもは白人の子どもの3倍以上措置されているとし，『教育可

　能精神遅滞』というラベルを貼られた1万人を超える子どもたちのうち，

　5，500人の措置に問題があるとも述べている」。

　記事はさらに，こうした不均衡の大きな原因は，学校区が連邦裁判所で差別

的であるとの判決が下されたIQテストに依存しているところにある，という

見解も紹介している。

　Sigmonによれば，精神遅滞の認定基準の変更は，こうした法的問題を回避

するためでもあった。彼はおおむね次のように言う。

　（しかし）問題が解決したわけではない。「教育可能精神遅滞児」が減り，

学習障害児が増えるという傾向を促進した要因として，学習障害という診

断のほうが，それによって受けるスティグマが緩和され，親によって受容

されやすいということをあげる論者も少なくない。だが，このようなこと

が事実だとしても，それはマイノリティの子どもにとっては必ずしもベタ

ーなものだとは言いがたい。その理由は，学習障害だとされた子どもたち

の中に神経学的な発生原因をもつ真正の学習障害児はたしかに存在するが

（次項で言及する学習障害の定義等の問題にかかわらせて言えば，Sigmon

・はそれを狭く限定して考える立場に立っている），学習障害児だとされた

子どもの大多数は，社会経済的に抑圧された子どもにとって不公平な「科

学的」テストによって生みだされたのであり，問題の根本的解決の道は・

彼らのラベルを貼りかえることにではなく，社会経済的不平等の解消に乙

そあるのだ。
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　こうした論述に続くSigmonの論の展開は，社会的・経済的な階層と学業成

績の相関関係の分析を行い，学習障害問題が低学力問題であることを明らかに

するかたちで進む。

　Sigmonが着目した学習障害問題と低学力問題の関連については，別の研究

者たちがいっそう実証的な研究を公にしている。それらについては，学習障害

の定義や診断・認定をめぐる問題を扱ったあとで見ることにする。

　2）学習障害の定義と診断の問題　　学習障害という用語を最初に用いたのは

サミュエル・カーク（Samuel　Kirk）である。その説明は次のようになされた。

「学習障害は，脳性機能異常および（あるいは）情緒ないしは行動異常におそ

らく由来し，精神遅滞，感覚剥奪，あるいは文化的ないし教育上の要因には由

来しない障害，異常ないし遅滞　　すなわち，話しことば，言語，読み，作文，

書き方，数計算のひとつないしそれ以上の障害，異常ないし停滞　　に関連す

る」（8｝（r特殊教育入門』1967）。カークによるこの概念は，それまでの各障害カテ

ゴリと教育サービスを対応させるシステムでははみだしてしまう，たとえば各

種の脳障害，知覚障害，微細脳機能障害などをもつ子どもたちを包含し，特殊

教育の対象にしようというねらいをもってつくられた。したがってこの概念の

指示するものの内部に立ち入ると，そこには個別の医学的，心理学的診断にも

とついて確定される各種の障害カテゴリが見いだされる。だが，この概念にお

いて基本的に優位なのは教育の観点であった。学習障害の検討は，その後連邦

政府によってもなされるようになり，1968年，アメリカ保健・教育・福祉省教

育総局に設置された全米障害児諮問委員会（National　Advisory　Committee

on　Handicapped　Children，　NACHC）が，あらためて定義を作成した。それは

以下のとおりである。

　　「特殊な（特異な）学習障害児とは，話し言葉や書き言葉を理解したり，

　使用したりする際の基本的な心理過程のひとつ，ないしは複数の障害をもつ

　子どもをさす。それらは，聞く，考える，話す，読む，書く，綴る，計算す

　るといった面での障害となって現れる。それらには知覚障害，脳障害，微細

　脳機能不全，読字困難，発達性失語症などといわれてきたものが含まれてい
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　る。しかし，学習障害には，視覚障害，聴覚障害，運動障害，精神遅滞，情

　緒障害，環境性不利益に直接起因する学習上の問題は含まれない」。

　この定義は全障害児教育法でも実質的に継承して用いられ，さらに各州の学

習障害の定義のモデルとなった。その後，学習障害の定義に社会的スキルを含

めるべきか否か，また注意欠陥障害（Attention　Deficit　Disorder）や多動性障害

（Hyperkinetic　Disorder）等を含めるべきか否かといった複雑な議論が展開さ

れ，あらたな別の定義も提出されるなどした。しかしなお決着を見ずに今日に

至っている（9）。

　学習障害の定義をめぐる困難は，最初にカークがこの障害をとりあげた時以

来つねに伴っていたものである。それは，非常に単純化していえば，これが基

本的には教育的概念でありつつ，医学的・心理学的障害カテゴリによって下か

ら支えられる概念であるためである。研究者の多くが，医学・心理学に力点を

置く立場から学習障害の定義や認定に関して批判的な論文を発表してきたのも

こうした理由によるであろう（1①。

　だが，それはそれとして，実際の教育措置にかかわる診断・認定を直接に規

定する各州レベルの学習障害の定義は，近年，重要な変化を見せているようで

ある。各州の定義は全障害児教育法の定義に準じたものであったことはすでに

ふれた。しかし，Frankenberger＆Fronzaglio（11｝の研究によれば，その後

状況は変化し，最近ではすべての州の定義に学習達成度の指標が含まれている

ものの，48％の州の定義には神経学的指標は含まれていないということが明ら

かにされているのである。その結果，学習障害の診断・認定の基準は，能力と

学力のズレをその主要な変数とするものとなってきた。学習障害はもともと教

育的概念であるが，それがますます実体化しているのだと言えよう。

　また，仮に各州の定義がNACHCの定義に準ずるものから，さほど変化しな

かったとしても，診断・認定にはもともと困難が伴うものであった。とくに定

義の最後にある「しかし，学習障害には，……環境性不利益に直接起因する学

習上の問題は含まれない」．という部分を，個別ケースにおいて適用し，厳密に

診断・認定するのはかなり困難な作業になる。その結果，診断・認定もまた実

質的には学習達成度＝学習の遅れ，停滞に重点化したものになりやすい。
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　（2）区別が困難な学習障害，軽度精神遅滞，学業不振，情緒障害

　多くの研究者が，特殊教育の対象とされている軽度障害児について扱い，学

習障害、軽度精神遅滞，学業不振，情緒障害などと診断・認定された子どもた

ちの区別がむずかしい実態にあることを報告している。以下に3つの研究だけ

あげておこう。

　1978年にすでにHallahan＆Kauffman（1978）（2）は，学習障害，情緒障害，

精神遅滞という3つの特殊教育カテゴリの間に著しい重なりがあること，すな

わちこれらが基本的には同一の集団であることを示唆していた。

　その後Ysseldyke，　Algozzine，　Shinn，＆McGue（1982）｛13）は，学校で学習

障害児と認定された子どもと学習障害とは診断されていない低学力児の両群

に，認知，学力，知覚一運動，自己概念，行動問題の5領域にわたる心理一教

育的なテストバッテリ（49の下位テストないしテスト）と行動に関する評定を

実施し，その結果を判別関数を用いて解析した結果，両群に著しい類似性のあ

ることを見いだした。すなわち，テスト得点の平均96％は共通の範囲におさま

ってしまい，多くの下位テストにおいて両群の遂行状況は同一だという結果を

得たのである。

　っいでに紹介しておけば，Ysseldykeらは，この結果から①学校は本当に学

習障害である多くの子どもを学習障害だと認定することに失敗しており，②あ

まりにも多くの非学習障害児に学習障害児というラベルを貼付しているとし，

さらに，③認定の40％は誤認定である，と述べている。

　第1節でふれたように，全障害児教育法は障害の診断・認定のさいのテスト

の実施などについて，相当な厳密性を要求しているが，とくに軽度障害児の場

合の実際は，かなりの誤認定があることが見て取れよう。

　またEdgar＆Hayden（1984－85）（14）1ま特殊教育を受6るのが適当と判断され

る子どもの出現数・率を調査するにあたり，上記の2つの研究に代表されるよ

うな研究の結果を継承しつつ，軽度精神遅滞，情緒障害，学習障害という3つ

の障害カテゴリを「量的基準で判断できない障害」（彼らはこれらをソフト・

カテゴリと呼んでいる）としてくくっている。Edgarらは，その理由として，
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軽度精神遅滞は，IQ得点を基準にする精神遅滞の定義とよりは，家庭の経済

水準，親の教育水準，識字率などと大きく相関しており，またすでに紹介した

ように，マイノリティ問題に深くかかわっているのが実態で，量的基準は適用

できない，情緒障害はもともと診断・認定の基準がはっきりしない，さらに学

習障害の唯一の量的基準といえば学力である，ということをあげている。

　注目すべきことは，このようにして各種の軽度障害児の実態上の重なりを指

摘する研究は同時に，それらの子どもたちのすべてではないにしても多数が，

社会的，経済的，文化的諸条件に規定されて学習に困難を来している存在であ

ること，あるいはまた学校教育との関連で発生するいわば「教育原性」の「障

害」児群であることを示唆していることである。上記のような結果を出した研

究者の多くが，その自然な帰結として，教育上の処遇（教育措置，指導内容・

方法等）に関しても，診断・認定された障害に対応して異なったものを用意す

べきだという根拠は何もないと主張しているのも，うなずけるところである。

　念のために書き添えておけば，軽度障害児の実態に関するこのようなデータ

と批判的考察は多数あるにもかかわらず，これらの子どもたちは通常の教育の

対象とすればよいといった主張をする論者はごく限られている。言い換えれ

ば，後述する通常学級主導主義（Regular　Education　Intiative・REI・以下REI

とすることがある）あるいはインクルージョン（Inclusion）の提唱者でさえも，

Gartner，　Lipskyらを除けば，これらの子どもたちが特別な教育的ニーズを

もっており，何らかのかたちでの特殊教育サービスが提供されるべきだと考え

る点で，基本的には暗黙の合意があることに目を向けておく必要がある。

　さて，以上のような軽度障害児にたいする学校教育のあり方に深くかかわっ

て，1980年代中ごろにREIが提起され，今日までこれをめぐって活発な議論

がなされてきた。いわゆるREI論争の展開である。次節ではこの論争を概観

したい。

3　通常学級主導主義をめぐる論争

1980年代のアメリカは，教育改革模索の10年であったと言える。財政赤字や



生産力の低下等を背景とした連邦政府（レーガン政権）の危機意識から，学校

制度，カリキュラムなどに焦点を当てた政府主導の教育改革の提案がなされた。

同時にこれを批判する教育改革案も提出された。しかし，連邦教育省の「教育

における優秀性に関する全米委員会」（National　Committee　on　Excellence　in

Education）のまとめである『危機にたつ国家』Nation　at　Risle〔珊が端的に示し

たように，そこでは特殊教育の問題は視野の外に置かれていた。他方，それ以

前から，全障害児教育法にもとつく特殊教育の実施に関して，とくにそれに必

要な財政規模が大きすぎるという強い批判がではじめていた。財政問題に関し

ては特殊教育研究者の内部でも批判的な見解がある。最近のものでは例えば

Lovitt（1993）（16）は，特殊教育サービスを受ける子どもの認定作業に関連して，

巨大テスト産業が生まれ，出版社は大きな利益を得，さらに大学・カレッジは

測定・評価に関するコースを設置し，スクール・サイコロジスト，カウンセラ

ー，多くのタイプのセラピストを養成するプログラムを整えることで利益を得

ていることを指摘している。そして多額の費用の支出にもかかわらず，多数の

誤認定が生まれていること，またニューヨーク市の場合，認定にまわされた子

どもの約15％は障害児と認定されなかったことなどをあげ，金のたいへんなむ

だつかいがあると述べている。

　REIが提唱されはじめたのは，教育をめぐるこのような政治的情勢のもと

においてである。

　（1）REI提唱者の主張

　通常学級主導主義（REI）という用語が用いられ，論としてまとめられて

くるにあたって，重要な役割を果たしたのは，1986年のExcePtional　Children

誌に掲載された，当時の連邦教育省副長官Will女史の論文「学習困難児の教

育一責任の共有」である〔17）。これは題名どおり，学習において困難をもつ子

どもの教育に関して，特殊教育だけでなく普通教育も責任を分かち合う方向で

教育改革を進めるべきだという主旨のものであった。同じ86年，特殊教育協議

会（Council　of　Exceptional　Children）の教師教育部会のもとに作業部会が設置

され，ここでREIの用語が使われるようになり，さらにこれを具体化するた
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めの委員会（National　inquiry　into　the　future　of　education　for　students

with　special　needs）が設置された。　REIという用語で表現されるような教

育改革の考え方は，もともとReynolds，　Wangなどによって表明されてきて，

上記のWiuの論文にも反映されたものであったが，　REIの考え方や構想は，

ここであらためて整理されるとともに，アメリカの特殊教育界において注目と

議論の的になった。

　それでは，REIとはどのようなものなのであろうか。それは，現行の特殊

教育システムのもとでも進められているメイン・ストリーミング（全障害児教

育法ではこの用語は使われていない。可能な限り「もっとも制約の小さい環

境」のもとで教育する，という法の規定は，言葉を換えるとメイン・ストリー

ミングの推進ということになる）をさらに徹底し，通常学級を改革して障害児

等の受け入れを促進しようとする構想である。

　REI提唱者にもいろいろな人がいて，その主張や構想は一様ではないが，

まずは主役とみなしてよいWangらのそれに注目しておく必要がある。彼ら

は立て続けにいくつもの論文を発表しているが，それらをまとめれば，だいた

いつぎのようになる圏。

　〈従来の教育システムに対する批判〉

　①　「第2システム」批判……全障害児教育法にもとつく現在の特殊教育シ

　　　ステムは，基本的には2本建てになっているアメリカの教育システムに

　　　おいて，主流としての通常教育のシステムの外側に位置づけられ，「第

　　　2システム」（the　Second　System）となってしまっている。

　②　障害カテゴリ批判……現在の特殊教育サービス（プログラム）は，障害

　　　カテゴリに対応するようになっている。しかし，各人における障害は重

　　　複している場合があり，かつ（したがって）障害カテゴリと教育サービ

　　　スの内容・方法は必ずしも1対1対応するわけではない。そのため実際

　　　にはスティグマに通じるラベルを子どもに貼付するだけで，効果的な教

　　　i授（effective　teaching）は望めない。

　③　学習障害カテゴリ批判……軽度精神遅滞その他との認定上の区別が容易

　　　でない。また補償教育対象児や移民児（アト・リスク児）の教育困難と
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　　　障害児とされた子どもの教育困難のあいだには，確かな差異はない。

　④　抽出指導批判……リソース・ルームでの障害児の指導は，一定時閲，子

　　　どもを通常学級から抽出（pull　out）して行う。これは子どもの学習に中

　　　断をもたらし，学習困難をいっそう増大させる。また学習困難の原因を

　　　子どもに求め，通常学級の教育の問題点を見失わせてしまう。

　⑤　財政問題……障害児とアト・リスク児に対して似たような，非効果的

　　　な，バラバラなプログラムをいくとおりも用意することは，財政上の無

　　　駄が多い。

　〈REIの構想＞

　WangらはREIをどのようなものとして構想しているのであろうか。

彼らは，通常学校・学級を変革し，子どもたちの多様性に効果的に対応する，

統合された単一の教育システムを創出すべきだと提案する。

　この提索を支える教育の考え方の基本点は，Wang（1991）（19）によれば次の4

つである。

　①　すべての子どもが「特殊」（specia1）なのであり，教師は各人のニーズを

　　　知り，意味のある上首尾の学習を促進するような学校環境を用意する責

　　　任がある。

　②　軽度または申度の障害をもつさまざまなカテゴリの子ども，普通より手

　　　厚い教育と関連サービスによる支えを必要とする学習上のアト・リスク

　　　児，すなわち補償教育プログラムの対象児，移民教育対象児は，「特殊」

　　　教育と関連サービスを伴う通常教育の場に，全日にわたってうまく統合

　　　されうるし，統合されるべきである。

③　特殊教育，補償教育，治療教育サービスを必要とする子どものそれぞれ

　　　に固有なニーズに合致したとりくみを行えるように，各種の専門スタッ

　　　フと資源が配置・供給されれば，一般の教師も，特別なニーズをもつ子

　　　どもを含むすべての子どもの学習に責任をもつ能力を身につけることが

　　できる。

④　研究にもとついた革新的な教授プログラムに関しても，教室での実践に

　　関しても，教授と学習をもっと効果的で能率的なものにするための広範
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　　　な知見がすでにある。もし教師がこれらのプログラムと実践，あるいは

　　　そのどちらかを適切に具体化する方法を知ることができれば，すべての

　　　子どもによりよくサービスすることができる。

　Wangらは「適応的学習環境モデル（Adaptive　Learning　Environments

Mode1，　ALEM）」を提出している。このモデルは上記の基本的な考え方の具体

化であるが，その実際はおおよそ次のようである。

　子どもの学習到達度の評価を行って各人に合った学習課題を設定し，その進

歩の様子をモニターする。子どもが自分の学習において自己学習能力を高めて

いけるように，セルフースケジュール・システム（Self－Schedule　System）をと

る。無学年制とし，子どもの教え合いを組織し（peer　tutorなど），教師は子

どもたちのなかで相対的に手厚い指導を必要とする子どものために，時間を割

くようにする。また家族との協力を強化し，父母が「教室ボランティア」とし

て活動するのを促す。学級に配置された特殊教育および関連サービスの専門職

は，それを必要とする子どもに直接にかかわるととともに，通常教育教師のコ

ンサルタントとしての役割も果たす。通常教育教師は健常児と特別なニーズを

もつ子どもの両方に基礎的な教授を行うことを役割とする。

　彼らも，しかし，自らの提起とそれにもとつく教育システムの再構築が一挙

に進むと考えていないようであり，WangはREI運動の最大の特徴は「漸

進的インクルージョン」（progressive　inclusion）であると言っている（Wang

らは，他の多くの論者とともに，最近はREIよりはインクルージョンの語を

好んで用いるようになっている）。漸進的なインクルージョンとは，通常学級，

通常学校に措置されて特殊教育または補償教育や治療教育を受ける，特別なニ

ーズをもつ子どもの割合がしだいに増加していくことを指すのであり，2本建

ての教育システムから統合されたシステムへと漸進的に変えていこうという意

味である。

　なお，彼らの場合，念頭においているのは軽度児・中度児であり，したがっ

てまた特殊学校など分離された特殊教育の場の必要性は認めていることに目を

向けておいてよいであろう。
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　（2）特殊教育を否定する急進的改革派の主張

　Wangらとは別に，2本建てのの教育システムを批判する人々も存在する。

代表的なのは，GartnerとLipsky，　Stainback夫妻である。彼らは物理的に

分離された教育は本質的に差別的であり不平等であるとし，単一のシステム

（unitary　system）とすることを提案する。

　Stainback＆Stainback（1984）⑳は，子どものもつ障害は各人にそなわる

もろもろの特質の1つにすぎないという，いわば障害個性論にたち，健常児と

障害児という2分論を批判する。そしてこの立場から，障害カテゴリに教育サ

ービスを対応させる従来の教育システムを強く批判する。ではどういうシステ

ムとすべきか。彼らは通常学級の教育をそこで学ぶすべての子どもの個別のニ

ーズに対応するものに変えていけば，特殊教育の場を特別に設けておく必要は

ないと論じる。そこから特殊教育という教育の呼称の廃止と，特殊教育と通常

教育の合体（merger）を主張する。

　だが，Stainback夫妻は，障害の存在そのものは否定していない。だから通

常学級での個々の子どものニーズに対応する教育を構想するにあたっては，子

どものもつ多様なニーズの1つとしての障害に関連するニーズを，完全に無視

するわけではない。それゆえ何の手だてもなしに，今いっきょに障害児を通常

学級に投げ入れることはできないということを認め，当面は単一の教育システ

ムの中で，特殊教育教師と通常教育教師の共同のとりくみを開始すべきだと提

案している。したがって，Stainback夫妻の主張をWangらの主張と比較し

てみると，将来の教育システムの構想において特殊教育を認めるか否かの点で

は異なるものの，当面の改革課題の提起においては重なるところを多分にもっ

ていると言える。

　Stainback夫妻よりもいっそう急進的なのが，　Gartner＆Lipsky（1987）？vで

ある。彼らは，障害カテゴリと教育的ニーズ，したがってまた教授プログラム

とを対応させる発想を，医学モデルあるいは欠陥モデルにもとつくものだとし

て完全に否定し，子どもたちがかかえる学習上の困難はすべて，子どものもつ

ニーズと教授内容・方法等のミスマッチによるものだと断じる。彼らの主張の

根底には，補償教育対象児，移民児と障害児を，さらに言えば健常児をあえて
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区別する理由はないし，区別することによる便益もないばかりか，子どもにス

ティグマを貼付するだけだという考え方があり，障害児に関してはラベリング

反対を強く唱えている。

　Gartnerらの改革案は，子どもの学習困難の原因論と直結して提案される。

すなわち，それは通常学級改革案であり，学校・学級の小規模化，個別学習・

少人数学習の組織化，子ども同士の協同・相互学習の促進などを内容とするも

のになっている。

　ここで指摘しておく必要があるのは，Stainback夫妻，　Gartnerらも，先

のWangらと同様に，批判と改革構想において念頭においているのは障害児

の中の軽度児・中度児であり，重度・重症児については正面からは論じていな

いことである（清水貞夫ezによれば，この不徹底さを批判している人にSnell

がいる。Snell（1988）は，①伝染性疾患を伴うケース，②教育的介入にもかか

わらず凶暴であるケース，③常時医療的ケァを必要としたり，生命維持に必要

な携帯可能な器具がないために病院または家庭を離れられないケース以外は，

すべて地域の通常学級で学べるようにすべきだと述べているという）。

　（3）REI等に対する批判

　REI等への反応は，今までのところ全体としては特殊教育界からのものに

とどまっている。REI賛成派に属するDavis（1989）e3）は，　REI運動が（Will

の提起が引き金になっていることも手伝って），地方教育当局にプログラムの実

行を命令し統制するトップダウン政策のあらわれだと見られていることが原因

の1つだと見ている。また，加えて現場の通常学級教師の直面している諸困難

が障壁になっていることも指摘している。すなわち多くの現場教師は，もっと

広範な基礎をもつ問題一たとえば非識字者の増大，ドロップアウト率の上昇，

学力テスト成績の低下など一への対応で，すでに過重な負担を感じており，

特殊教育に関する指示・命令を，邪魔で非現実的なものと見ているのだという。

　この指摘に関連して，筆者の手元にあるニューヨーク州教員組合ニューヨー

ク市支部の新聞New　York　Teacherの1993年4月5日付図には，「インクル

ージョンの諸問題」が特集されているが，この記事の内容はインクルージョン
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に関して消極的・懐疑的である。そこでは，障害児の通常学級へのインクルー

ジョンは，個々の子どもにとって積極的なものであり得るとした上でだが，教

師たちは，インクルージョンがしばしば子ども1人ひとりの固有のニーズを考

慮することなく推進されており，同時にスタッフもいず，インクルージョンの

ための現職教育も資源もないままに進められていることが，あまりに多いこと

に困惑しているようすを伝えている。また，こうした諸条件整備はもとより必

要だが，そもそもインクルージョンの定義や目標を明確化することもしなけれ

ば，現場に混乱状態が引き起こされるだろうという意見も紹介している。

　もともとREIに批判的なLieberman（1985）㈲が，　Stainback夫妻を批判

する論文の中で，「通常学級と特殊教育の合体（の議論）は，わわれわれ特殊

教育関係者が花嫁（通常学級関係者）を招待するのを忘れた結婚式のようなも

のだ」と皮肉っているのも，こういう実態が背景にあるからである。

　REIに批判的な研究者たちは，　Wang，　ReynoldsらもGartnerらも基本

的には同一の立場に立つものと見て論陣を張っている。中でも，もっとも総合

的な批判を展開しているのはKauffmanおよびHallahanだといってよい。

そこで，ここでは彼らの論をとりあげる。

　KauffmanとHallahanは，全障害児教育法以降のアメリカの特殊教育シス

テムを基本的には支持する立場にたち，REI論者を批判している。

　　①　「すべて」（al1）批判……批判の1つは，REI提唱者が使う「すべて」

　（a11）の子どもという表現に向けられている。　Kauffman＆Hallahan（1993）26）

は，全障害児教育法が「すべての子ども」という場合，無脳症で意識がある

　とは考えられない子どもまで含んで「すべて」なのであり，通常教育と特殊

教育の総合的な供給システム，そして両者の統合に関して過去と現在につい

て評価し，今後を展望するさいには，こうした子どもの問題も視野に入れる

べきであるとする。この見地から見るとき，REI提唱者たちは，「すべて」

　という言葉を使いながらある部分の障害児を暗黙のうちに除外していると批

判している。これと関連して，Wangらが「適応的学習環境モデル（ALEM）」

の提唱にあたって「すべてのタイプの生徒がALEMの学級で適応できる」

　という場合も，ALEMがすべての生徒，とりわけ軽度・申度のすべての障
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害児のニーズに合うことを示したことなど一度もない，と強く批判してい

る。「すべて」という言葉を用いることで，自分たちの提案のアピールカを

強めようとするのは正しくないという批判である。

　②　差別論批判……批判の第2は，Will（1984）elやGartner＆Lipsky

（1989）OUが例のブラウン判決を持ち出し，そこでなされた「分離すれども平

等」という教義への不信任を，障害児の通常学級への統合の正当化に用いて

いることに対するものである（GartnerとLipskyは障害児の分離をアパ

ルトヘイトなぞらえている）。Kauffman（1989）囲によれば，障害児の分離を

人種差別と同一視するのは誤りである。たとえば分離が皮膚の色など教授と

学習に関係のない要因にもとつくものである場合には，分離教育はまさに不

平等である。だが，障害児の分離が彼らの身体的・認知的・行動的特徴を考

慮し，教授と学習に直接に関係した基準によってなされる場合には，分離教

育は機会の平等のために必要である。

　③　ラベリング批判への反批判……REI提唱者たちは障害カテゴリを批

判し，ラベリングをスティグマを残すものだと言っている。そして，ノン・

ラベリングとすべきだと主張している。これに対してKauffman（1989）（30＞

は，ラベリングの否定的側面の1つはスティグマであることは認めつつ，そ

れが過大に評価されていると述べている。そしてSinger（1988）〔31）の「学習

障害児（というラベル）が問題を作りだしたのではない，彼らは彼らの（学

習上の）問題ゆえにラベルを与えられたのである。したがってまた，ラベル

を取り去ったからといって（学習上の）問題が消えてなくなるわけではない」

という指摘も紹介しつつ，ラベリングなしには特殊教育の対象を規定するこ

とも，必要なサービスを特定することもできないのだと言う。

　④　すべての子どもが特別なニーズをもつという論への批判……すべての

子どもが他者と異なる個性として認められるべきだということは正しい。し

かし，すべての子どもが標準的な教授プログラムを履修し，共通のゴールに

到達することには無理がある。すべての子どもの教育は特別な教育だという

示唆は，すべての子どもが平均以上でありうるという観念と同じくらい空虚

なものであり，1世紀間にわたってできなかったようなドラマチックな変化
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　を通常教育に引き起こすことが，今はできるのだというような議論の仕方は

　問題にされなければならない。リソース・ルームへの学習障害児等の抽出は，

　非効果的なこともあるが，それを必要とする子どももまた存在するのであ

　る。また関連して，REI提唱者たちは，これまでの特殊教育は成功してい

　ないと批判しているが，この批判それ自体根拠不十分である。しかし，仮に

　従来の特殊教育が失敗だったとするなら，それを通常教育改革のモデルに据

　えるというのは理論的にも矛盾している。

　　⑤　レーガン・ブッシュ政策の具体化としてのREI……REIは優秀性

　を追求しようとするレーガン・ブッシュ政権の教育政策の具体化であり，特

　殊教育にかかる財政を大幅に縮小しようとする企てである。REIは特殊教

　育を通常教育に解消してしまいかねない。

　KauffmanとHallahan（1993）岡は，以上のようにREIを批判したうえで，

特殊教育を総合的なサービス供給システムの効果的なブランチの1つとするた

めに必要だとする公準を，8項目にわたってあげている。それらはREI批判

を内に含んで提示されていると言えるので，上に整理したものと事実上重複す

ることになるが紹介しておこう（各公準にはそれぞれ複数のコロラリーが付さ

れており，それらも紹介すれば各公準の意味もいっそう分かりやすいのだが，

詳細にわたりすぎるのでここでは省略する）。

　公準1：公的学校教育は，すべての子どもがその潜在能力にふさわしいレベ

　　ルの学力，社会的能力，職業的能力を身につけるのを助けることによっ

　　て，すべての子どもの教膏的ニーズに平等に奉仕しなければならない。

　公準2：障害児は，もし標準的な教育目標とフ゜ログラムで教育されることに

　　になれば，不可避的に失敗するのであり，どういう方法が教授学的に適切

　　かという点で，典型的な（通常の）生徒とは有意に異なっている。

　公準3：障害児には，教授目的に対応するグルーピングのための広範囲にわ

　　たるオプションと，教育サービス供給のための環境が用意されていなけれ

　　ばならない。カリキュラムも，教授法も，グルーピングも，学習環境も，

　　それぞれ1つあれば，それですべての子どもに適切な教育を保障できるな

　　どということはありえない。
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公準4：障害児に必要な（健常児とは）別の教育目標や教授は，公教育の総

　合的システムの中に位置を占める，明確で持続性をもった構造なしには確

　実には保障されない。

公準5：障害児の適切な教育の保障に必要な構造は，どんな子どもがどんな

　教育的オプションを受けるのかに関して，注意深い検討をへた決定を必要

　とする。

公準6：障害児の適切な教育は，専門職の適切な養成にかかっている。

公準7：通常の教育の効果の判断に用いられる結果は，特殊教育の効果の判

　断基準として必ずしも常に適切だとは限らない。

公準8：特殊教育は，学校で困難をかかえている子どもに奉仕する，唯一の

　特別な補償的プログラムだというものではないであろう。しかしそれは，

　他のプログラムとともに，特別なアイデンティティと明確な枠組みをも

　つ，一般教育の1つのブランチとして維持されなければならない。

　（4）REI論争の焦点と今後の課題

　REI論争は，一見すると，全障害教育法による特殊教育システムを擁護す

る人々（いちおう「擁護派」と呼ぼう）と，これを批判して通常学級に基礎を

置くまったく新しい特殊教育システムをつくりだそうとする人々（いちおう

「改革派」と呼ぼう）との対立であるように見える。

　しかし，少し立ち入って論争の中身を調べてみると，その焦点は軽度障害児

とアト・リスク児の問題にあり，これらの子どもをリソース・ルームに抽出し

て指導する教育形態の是非を争う，その意味で事実上は，アメリカの特殊教育

システムの特定部分についてのみ問題にした論争であると言えるのではないか

と思う（中度児の問題は，実際にはほとんど論議されていない）。

　もちろん擁護派は，リソース・ルームが否定され，それによってアメリカの

特殊教育の連続体をなすサービス・システムの一角が崩されることは，システ

ム全体の考え方と実際が何らかの重大な影響を受けることになるから，Kauff－

manらがそうしたように，現行システムの全体をいつも念頭におき，改革派

にもそれに目を向けることを呼びかけながら論争に参加してきた。
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　しかし，改革派は，Kauffmanらがいみじくも指摘したように，「すべての

子ども」という言葉をスローガン的に用いてはいるが，実際には語義どおりの

意味を込めて使うことはしていない。この点は急進的なGartnerでさえ同様

である。また，現行特殊教育システムを「第2システム」と呼んで，これを否

定する議論をしながらも，特殊学校の必要性を認めることはもとより，特殊学

級についてさえ，その全廃を主張するわけではない。

　論争の焦点が軽度障害児とアト・リスク児，そしてリソース・ルーム問題に

あると，筆者が考える理由はここにある。

　筆者は，問題は軽度障害児，アト・リスク児をどう見るかにかかっていると

考える。擁護派も改革派も，これらの子どもたちに実態上の重なりがあるこ

と，また彼らの教育的ニーズ，対応すべき教育実践の内容・方法に大きな違い

はないと見る点では一致している。しかし，一致しているからといって，これ

を前提に論争を進めても，これ以上のみのりある進展は望みえないように思わ

れる。筆者はここにメスを入れてこそ，問題の設定も解決の方向も明確化する

と考える。

　まず学習障害という障害名を残すかどうかが問題である。すでにふれたよう

に，ある子どもが学習障害児であるかどうかの認定は，事実上，学力の遅れを

唯一の明確な基準とする傾向を強めている。だからこそYsseldykeらの研究

（1982）岡が示したように，学習障害児とされた子どもたちと低学力児のあいだ

に明確な差異が見いだされなかったのである。仮に学習障害という障害名を残

すとすれば，そこに含まれる子どもを，何らかの神経学的な所見を有する者に

限定するのが適当であり，そうなれば，現在学習障害と認定されている子ども

の大多数は低学力児であることがいっそう明確となろう。

　また軽度精神遅滞とされている子どもの中にも，知能テスト等の実施にかか

わる一定の配慮にもかかわらず，マイノリティ問題，貧困問題に少なくともそ

の主因が求められる環境性の「精神遅滞児」が多数存在すると考えられる。情

緒障害児，行動問題児もまた同様である。そして環境性の「精神遅滞児」はも

ちろん，情緒障害児や行動問題児も，その多くは同時に低学力児であると見ら

れる。
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　アト・リスク児のそれぞれのタイプには，現在，補償教育，治療教育のプロ

グラムが存在するが，現実に子どもたちがかかえる問題は，多くの場合，低学

力問題と重なっていると言ってよい。

　したがって筆者は，もしREIの議論を今後も継続し生産的なものにしよう

とするならば，障害児と低学力児をとひとまず分離して，それぞれのニーズに

対応する有効な教育システムのあり方について，論をたたかわせるという方向

をとるべきであると考える。

　そして，とくにREI提唱者の議論が，このような方向で再提案されるなら

ば，それはまさに通常学級の改革案として，これまでよりも現実性を帯びてく

るであろう。だが，その場合は，「優秀性」を追求するアメリカの公立学校教

育が抱える深刻な矛盾，すなわち低学力問題全米で25％に達するハイスクー

ルのドロップアウト問題，麻薬・暴力・若い性の問題などの解決という，即座

には解きがたい難問を，特殊教育関係者も通常の教育関係者とともに，自らの

問題として引き受けていかなければならないだろう。そしてまた，狭く定義さ

れ，それによって認定された学習障害児をはじめ，いろいろな種類の障害をも

つ子どものインクルージョンの問題も，もっとクリヤーな形をとって再浮上す

るだろうと思われる。

　論争の焦点と課題は，とりあえずは以上に指摘したところにあると見てよい

だろう。しかし，この論争で示唆されているもう1つのことは，上に記したこ

とを別の角度から見るということになるのだが，特殊教育サービスは「場につ

く」のか「人につく」のかという問題だと言える。

　アメリカの特殊教育システムは，後者に重点を置きつつ，その多様性を考慮

して多様な場を設定し，そのあいだに微妙なバランスを保っていると見ること

ができる。その結果，たとえぼ障害児が通常学級を利用する場合でも，そこで

は特殊教育サービスがまったく受けられないという仕組みではないようになっ

ている。改革派の主張は，この点から見ると，「特殊教育サービスは人につく」

い考え方を徹底しようとするものだと考えることもできる。これにたいして擁

護派の主張は，これを無制限に徹底すれば特殊教育は事実上解体してしまい，

「人につく」サービスも十分には提供できなくなるということでもある。すな
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わち「人につく」ということと「場につく」ということとの適切な統一一が，擁

護派の主張の核心であるように思われる。

　わが国においては，1993年度から「通級による指導」が開始された。しか

し，この場合でも，障害に対応するはたらきかけは，それが提供される場に通

うことによって受けるという形態を，基本的には保持していることに注目する

必要がある。言い換えれば，わが国の障害児教育制度は，歴史的にも現在も，

サービスは「場につく」というかなり堅固な考え方に立って整備されているの

である。その結果，わが国の障害児教育は運用面でも時に硬直したもになりや

すい。これをどう考えるかは，日本の今後の障害児教育の制度を構想するさい

の重要問題の1つである。

　筆者は，今のところ，サ’一’　ehスは「人につく」という考えを1人歩きさせる

ことは，障害児の教育も通常の教育もともに発展させる見地からすると，現実

的でないし得策でもないと考えている。REI論争が軽度児とアト・リスク児

の処遇に焦点を当てたものになっていることは，実際には中度児も含んで，重

度・重症の子どもには，サービスは「人につく」という考え方を貫徹しにくい

現実があることの反映だと考えることもできる。したがって，この視点からも

う1度REI論争をとらえ直せば，そこには，わが国の障害児教育制度改革の

問題を考察するための，貴重な手がかりがあると言えるのではないかと思う。

おわりに

　本稿では，アメリカにおける軽度障害児の教育問題について，おおまかな整

理をこころみた。各節で扱った問題は，それぞれもっと詳細な事実と資料の収

集・検討を必要とする。またREI論争は，そのままでは，すなわち筆者が最

後に指摘したこの論争の焦点と今後の課題について十分に留意しつつ，その教

訓をひきだす努力をしなければ，わが国の障害児教育制度のあり方の検討に生

かすことはむずかしいだろうと思われる。いずれも今後の課題としたい。
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